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液晶 電子部品
（ＩＣ，半導体、
接点等）

小型二次電池
（リチウムイオン電池
ニッケル水素電池）

リチウム
コバルト

等

希土類磁石
小型モータ

希土類（レアアース）
（ネオジム、ジスプロシウム）

等

高 機 能 材 製品の小型軽量化・省エネ化・環境対策

超硬工具

バナジウム
タングステン

等

排気ガス浄化

プラチナ等

インジウム
希土類（レアアース）

（セリウム） 等

ガリウム
タンタル

等

特殊鋼

マンガン
クロム
ニッケル

タングステン

等

パソコン等

携帯電話

先進ロボット

医療機器（ＭＲＩ等） ＭＤプレーヤーデジタルカメラ

自動車（電気・ハイブリッド等）

テレビ

レアメタルの重要性レアメタルの重要性

○ レアメタルは、自動車、IT製品等の製造に不可欠な素材であり、我が国の産業競争力の要。

【製品に使用されるレアメタルの例】

・ハイブリッド自動車

 

：

 

希土類（レアアース）（モーター向け磁石に使用）、プラチナ（排気ガス浄化用

触媒に使用）、タングステン（製造工程で工具の刃先として使用）等

・薄型テレビ

 

：

 

インジウム（液晶パネルに使用）等

・携帯電話

 

：

 

リチウム（小型電池に使用）、希土類（レアアース）（着信時の振動を起こすモーター

向け磁石に使用）、インジウム（表示部分の液晶パネルに使用）等
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既存のリサイクル制度における「レアメタル」回収の状況既存のリサイクル制度における「レアメタル」回収の状況

小形二次電池／パソコン 【資源有効利用促進法

 
指定再資源化製品】

○小形二次電池（ニッカド電池、ニッケル水素電池、リチウムイオン電池等）

ニッケル、コバルトを回収

○パソコン

金、銀、銅といった金属を回収。
レアメタルは技術的な観点から現状では殆ど未回収。

家電製品（４品目） 【家電リサイクル法】

金、銀、銅といった金属を回収。
レアメタルは技術的な観点から現状では殆ど未回収。

自動車 【自動車リサイクル法】

シュレッダーダストから金、銀、銅といった金属を回収。
レアメタルは技術的な観点から現状では殆ど未回収。

技術開発が
必要



●●買換・解約時に携帯電話を処分しない理由買換・解約時に携帯電話を処分しない理由

携帯電話の自主的な回収・リサイクルに係る取組携帯電話の自主的な回収・リサイクルに係る取組

（出典）モバイルリサイクルネットワーク

●●携帯電話の回収状況の推移携帯電話の回収状況の推移

（出典）DOWAエコシステム株式会社
※通常の天然金鉱石における金

 
の含有状況は、5g/ t 程度

●●携帯電話に含有される携帯電話に含有される

 

有用金属の含有状況例有用金属の含有状況例

鉱種
携帯電話

①(g / t)

銅精鉱

②(g /  t)
①／②

金 400 40（※） 10

銀 2,300 1,300 1.76

銅 172,000 180,000 0.96

パラジウム 100 2 50

1,362 1,311 
1,137 1,172 
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（出典）モバイル・リサイクル・ネットワーク

自主回収の開始
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○携帯電話には、天然の鉱石を上回る濃度の有用金属が含有。
○業界による自主的な回収が減少傾向。
○「何となく」など積極的な理由無く携帯電話を保有している消費者も多く存在。



○法制度、予算、広報等あらゆるツールを活用して、総合的にリサイクルを推進する。
○できる取組から先行的に実施していく。

技術・システム開発の推進技術・システム開発の推進（予算要求中）

政府広報・業界への働きかけを通じて、全国

 
的キャンペーンを展開

全国キャンペーン全国キャンペーン

自主回収・リサイクルを促進

3R配慮設計を促進

事業者の取組の推進①事業者の取組の推進①

平成２０年度 平成２１年度

携帯電話に関する総合的なリサイクル促進対策について携帯電話に関する総合的なリサイクル促進対策について

周

 知

 広

 報

事
業
者
に
よ
る

 

回
収
促
進
等

技
術
・シ
ス
テ
ム

 

開
発

自主回収の制度化を含め、自主回収・
リサイクルの促進方策を検討

製品設計の段階におけるリサイクル等
配慮の在り方を検討

事業者の取組の推進②事業者の取組の推進②
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主務大臣（経済産業大臣等の事業所管大臣、（指定再資源化製品について）環境大臣）主務大臣（経済産業大臣等の事業所管大臣、（指定再資源化製品について）環境大臣）

主務大臣（事業所管大臣等）は、資源の使用の合理化、再生資源・再生部品の利用の総合的推進を図るための方針を策定・公表

基本方針の作成基本方針の作成

対象品目対象品目
製造事業者製造事業者

（対象品目：
パソコン、自動車、

 
家電、ぱちんこ・パ

 
チスロ、金属製家

 
具、ガス石油機器

 
の全１９品目）

＜製品対策＞＜製品対策＞ ＜事業所対策＞＜事業所対策＞

対象品目対象品目
製造事業者製造事業者

（対象品目：
パソコン、自動車、家

 

電、ぱちんこ・パチス

 

ロ、金属製家具、ガ

 

ス石油機器、複写機、

 

浴室ユニット、システ

 

ムキッチン、小形二

 

次電池使用機器の

 

全５０品目

対象事業者対象事業者
（対象業種：
紙製造業、ガラス

 
容器製造業、硬質

 
塩ビ製の管・管継

 
手製造業、複写機

 
製造業、建設業、

 
の全５業種）

対象品目対象品目
製造事業者製造事業者

（対象品目：
スチール・アルミ缶、

 
PETボトル、紙製・

 
プラ製容器包装、
小形二次電池、硬

 
質塩ビ製品
の全７品目）

対象品目対象品目
製造事業者製造事業者

（対象品目：
パソコン、
小形二次電池の

 
全２品目

対象事業者対象事業者
（対象業種：
パルプ・紙製造業、

 
無機化学工業製

 
品製造業等、製鉄

 
業及び製鋼・製鋼

 
圧延業、銅第一次

 
精錬・精製業、自

 
動車製造業
の全５業種）

対象事業者対象事業者
（対象業種：
電気事業
（石炭灰）

建設業
（土砂・木材等）

の全２業種）

＜参考①＞資源有効利用促進法の概要＜参考①＞資源有効利用促進法の概要(1)(1)
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命 令
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罰 則 罰 則 罰 則 罰 則 罰 則 罰 則 罰 則

適確な実施を確保

 

するため必要が
ある場合

取組が判断基準に

 

照らして著しく
不十分な場合

指定省資源化
製品

指定再利用促進
製品

特定再利用
業種

指定表示
製品

指定再資源化
製品

特定省資源
業種

指定
副産物

勧告に従わない
場合

原材料等の使用

 
の合理化等
によるリデュース

 
配慮設計

判断基準判断基準

原材料の工夫、易

 
解体性の向上等

 
によるリユース・リ

 
サイクル配慮設計

判断基準判断基準

再生部品又は再

 
生資源の製品製

 
造への利用

判断基準判断基準

事業者による自主

 
回収・リサイクル

 
の実施

判断基準判断基準

分別回収を促進す

 
るための識別表示

 
の実施

判断基準判断基準

副産物の発生抑

 
制・リサイクル対

 
策

判断基準判断基準 判断基準判断基準

計画の提出

正当な理由なく
勧告措置をとらな

 

かった場合

命令違反の場合

副産物のリサイク

 
ル対策



分別・回収

Ⅰ．製品対策

Ⅱ

製造
リユース・
リサイクル

事業場で発生する副産物の発生抑制対策とリサイクル対策（原材料としての再利用）の取組を事業者に義務付け

消

費

Ⅰ．製品対策

Ⅱ．副産物（事業場）対策

使用済物品の発生抑制対策、部品の再使用対策及びリサイクル対策（原材料としての再利用）の取組を事業者に義務付け。

指定省資源化製品
（パソコン、自動車、家電、ぱち

 
んこ・パチスロ、金属製家具、ガ

 
ス石油機器
の全１９品目）ReduceReduce

ReuseReuse

RecycleRecycle

（パソコン、小形二次電池の全２品目）

指定再資源化製品

ReduceReduce
RecycleRecycle

製造
特定省資源業種

事業者による自主回収・リサイクルの実施

指定表示製品

識別表示の実施

（スチール・アルミ缶、PETボトル、

紙製・プラ製容器包装、
小形二次電池、硬質塩ビ製品
の全７品目）

原材料等の使用の合理化等
によるリデュース配慮設計

（パルプ・紙製造業、
無機化学工業製品製造業等、
製鉄業及び製鋼・製鋼圧延業
銅第一次精錬・精製業、
自動車製造業
の全５業種）

（電気業の石炭灰、
建設業の土砂・木材等
の全２品目）

※ エネルギー供給又は
建設工事に係る副産物

のみが対象

＜原材料＞ ＜製品設計＞

指定副産物

副産物の発生抑制・リサイクル対策

流

 通

 ・

 サ

 ー

 ビ

 ス

指定再利用促進製品

原材料の工夫、
易解体性の向上等による

リユース・リサイクル配慮設計

（パソコン、自動車、家電、ぱちん

 
こ・パチスロ、金属製家具、ガス石

 
油機器、複写機、浴室ユニット、シ

 
ステムキッチン、小形二次電池使

 
用機器
の全５０品目）

特定再利用業種

再生部品
又は再生資源の
製品製造への利用

（紙製造業、ガラス容器製

 
造業、硬質塩ビ製の管・管

 
継手製造業、複写機製造

 
業、建設業、
の全５業種）

○全７類型の制度について、それぞれ対象製品や

 
業種を指定し、当該製品や業種ごとに「事業者の判

 
断の基準となるべき事項（判断基準）」を制定（１０業

 
種、６９品目）
○一定規模の事業者について判断基準に照らして

 
取組が著しく不十分な場合等は、勧告・公表・命令を

 
行い、命令に違反した場合は罰則がかけられる。

＜参考②＞資源有効利用促進法の概要＜参考②＞資源有効利用促進法の概要(2)(2)
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